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不動産取引業務の電子化 
中古住宅流通の増加・労働人口減少へ向けて 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株式会社コラビット　代表取締役 浅海 剛 

システムエンジニア出身。SaaS事業にて起業後、ITスタートアップ取締役CTO、Yahoo!Japan
にて新規サービス責任者を経て、コラビット代表取締役に就任。

既存住宅流通の課題を解決するため、エンドユーザー向け不動産テックサービスHowMaを
運営。AI査定により既存住宅流通への入り口を広げることで、流通の活性化を目指す。同社
のAI査定エンジンは不動産事業者や金融機関にも利用され、その査定総額は100兆円を超
える。

不動産テック協会理事を兼任。同協会では不動産取引電子化部会の推進を担当。

不動産とテクノロジーの融合を促進し、不動産に
係る事業並びに不動産業の健全な発展を図り、
国民経済と国民生活の向上並びに公共の福祉の
増進に寄与することを目的とし発足。

一般社団法人不動産テック協会



中古住宅流通の増加と労働人口の減少 

令和元年 一般社団法人不動産流通経営協会作成「既存住宅流通量の地域別推計について」より

平成29年 みずほ総合研究所作成「みずほインサイト2017年5月31日」より



中古住宅流通業務の 
大幅な効率化が必要 



調査業務に膨大な時間が費やされている 

平成24年7月 国土交通省作成「不動産流通市場における情報整備のあり方研究会」より

5時間×6社が査定

30時間 + =
1中古住宅流通毎に

38時間
8時間×1契約

8時間
FRK既存住宅流通推計量

59.8万件 =×
年間で調査に費やされた時間推定

2,271万時間
(1.3万人相当)



不動産取引業務はほぼ電子化されていない 

査定

媒介契約締結

重要事項説明
書作成

重要事項説明

売買契約

媒介契約書の書面交付義務
（宅建業法34条の2第1項）

水道管引き込み図の確認など、多くの
調査業務が役所等に直接出向いての調
査が必要

決済・登記

売買契約書の書面交付義務
（宅建業法37条第1項）

IT重説実証実験

申請自体は電子でできるが、添
付書類の原本郵送が必要

重説相当の調査コストが下がれば
より正確に簡易に査定業務が可能

電子化（実証実験を含む
一部電子化
未電子化

不動産テック協会 不動産取引電子化部会作成

多くの調査業務が電子化されておらず行政機関などへの窓口照会
を強いられている。
実際に非効率な調査業務が今この瞬間も行われている。



非効率な調査業務の具体例 

● 宅地内への水道管引き込み配管図について水道局に出向いて
確認が必要

● 固定資産税等の公課証明書について電子閲覧は出来ず、税務
署に出向いて確認が必要

● 周辺の開発状況確認のため、役所に出向いて建築計画概要書
の確認が必要

● 一部の行政区では道路・地形データは電子閲覧が可能だが、
道路台帳平面図の詳細を確認するため各建設事務所道路台帳
担当窓口まで出向いて確認が必要

● 埋蔵文化財保護法の指定区域の資料について、役所へ出向い
ての確認が必要

● 法定点検資料（消防点検報告書・建築設備定期検査・特定建築
物定期調査など多数）の確認のために、消防署・保健所などに
出向いての確認が必要



理想像 
不動産取引業務を電子完結させる 

効果 
付加価値の低い業務時間の削減 

約2,300万時間/年 約1.3万人分



不動産登記申請の完全な電子化 

現状  案１ 

電子申請

添付書類は郵送

案２ 

電子申請

添付書類は不要

添付書類等を公的機関間でデータ
連携（例えば、不動産固定資産評価
証明書、課税証明書等）
添付書類自体を不要とする

電子申請

添付書類のオンライン
化

添付書類の原本提出ではなく電子
的なコピーでの受付とすることでオン
ラインでの送付を認める

ただし、以下の考慮が必要
・原本の保管義務を司法書士に負わ
せないこと（保管に要する負担が大
きく形骸化する虞がある）
・添付対象の書類自体のオンライン
取得も実現すること

添付書類の電子化には、消費者の
所有するPCに専用のソフトおよび電
子証明書をインストールする必要が
あり、その手間とコストから利用され
ておらず形骸化している



その後のロードマップイメージ 

フェーズ１ 官 フェーズ２　官 フェーズ３　民

・行政機関の持つ調査対象書
面を電子化（書類のスキャン画
像などを含む）

・上記データを窓口に出向くこ
となく取得可能な状態の構築

・コンピューターで容易に読み
込み可能な状態での電子化
（文字はテキストデータ、図形
はベクターデータ化）

・不動産を一意に特定できる ID
をベースとした電子照会の仕
組みを構築

・業務で必要となるデータの自
動抽出サービスの展開

・左記の不動産 IDをベースに
民間企業（ガス会社、建物管理
会社等）保有データを照会でき
るサービスの展開

窓口へ移動する時間の削減 必要なデータがコピー &ペース
ト可能＞書類を見て手入力す
る時間の削減

書類から該当箇所を探し出す
手間の削減
調査時間がほぼ０に

実
施

内
容

効
果

書類のスキャン
データ

Web照会

テキストデータ
ベクターデータ

不動産ID

Web照会

テキストデータ
ベクターデータ

不動産ID

民間サービス

Web API

ガス会社
管理会社



Appendix 



参考：HowMaでの取組 

売り主

価格を知りたい

売却を決定

HowMa
AI査定を提供

相場変動、売却ノウハウ、etc

売却サポートサービスを利用

不動産会社（6社）

売却ユーザーの紹介
調査データを提供

HowMaにて調査業務を実施

オンラインで情報取得可能

調査結果を査定する全社に共有することで、
査定のための調査コストを1/6に削減している
(5時間×6社=30時間 を 5時間に削減)



ＦＲＫ既存住宅流通推計量 

令和元年 一般社団法人不動産流通経営協会作成「既存住宅流通量の地域別推計について」より



ＦＲＫ既存住宅流通推計量 

令和元年 一般社団法人不動産流通経営協会作成「既存住宅流通量の地域別推計について」より



調査業務の詳細 

平成24年7月 国土交通省作成「不動産流通市場における情報整備のあり方研究会」より



中古住宅流通をHackする 



【Hack】
難しいことを巧みに解決する

文化・商習慣が悪い
法律・税制が悪い
業界団体が悪い

この環境の中で
創意工夫で挑む



最初に見るべきはエンドユーザー



Problem
価格がすぐに分からない



エンドユーザーは
今すぐこの場で
価格を知りたい

estimate

7,980万円



現実：価格を聞くのに2回の電話と訪問

査定
結果

電話来訪電話
査定
依頼

水曜 1分後 土曜 土曜夜 日曜



Solution
AIによる自動査定をエンドユーザーに開放

無料 戸建てもマンションも日本全国



HowMaの査定画面

①物件情報を入力（最小3項目）
　メールアドレス入力

②査定結果を確認



具体的なユーザー事例

港区マンション
「特殊なマンションなので高く売れると思っていなかった」
想像：5000万円くらい？
ＡＩ：6600万円台
成約：6800万円台

栃木県戸建て
「田舎の空き家だし無価値だと思って放置していた」
想像：0円？よくわからない
ＡＩ：1600万円台
成約：1500万円台

AI査定がきっかけで
実際に流通が起こっている

* 写真はイメージです



Solution
スマホでカンタン透明性の高い売却サービス

Seller

別会社に所属する
2名以上のエージェントが担当

エージェントとのやり取りは
全てスマホで一元管理

スマホで売出し開始

4500万円

売却開始



ターゲット市場規模

住宅総数 6000万戸

持ち家 3300万戸
（＋相続後の空き家数百万）

ネットで自分で査
定したい人
1100万人 *

1100万戸
2000万円 / 1戸

220兆円のストック

*中古住宅の平均価格を市場規模約4兆円／流通数は約20万戸＝2000万円とした
*大京穴吹不動産 「ＡＩ推定価格に関する意識調査」によると35%

年間2兆円の流通

平均売却年数を100年としても

概算規模



Disclaimer 

本資料内の意見については発表時点における発表者個人の見解であり、発表者の所属する組織を
代表する見解ではありません。
本資料内の情報については、信頼できると思われる公開された情報および発表者の所属する組織
の保有する情報を元に作成しておりますが、正確性や完全性を保証するものではありません。発表
者および発表者の所属する組織は本資料によって生じる一切の責任を負いません。




